
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２２６０４

基盤研究(B)（一般）

2016～2014

観光まちづくりのための計画技術の体系化と教育開発に関する研究

Systematization of the planning methods and education development for tourism 
destination planning and management

１０３６７０４７研究者番号：

川原　晋（Kawahara, Susumu）

首都大学東京・都市環境科学研究科・教授

研究期間：

２６２８３０１６

平成 年 月 日現在２９   ７ ３１

円    13,600,000

研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、先進事例の調査等を通して、都市計画やまちづくりの分野の計画
技術と観光事業の手法を融合させて、「観光まちづくり」を推進する計画技術の体系化を行うことである。
　その成果は、自然・文化環境や多様な産業を含めた地域の総合力に支えられる観光像としての「地域観光」の
設定したうえで、①公共・公益性と事業性を融合する観光政策、②公民連携による観光まちづくり事業の推進プ
ロセス、③地域資源の観光対象化と「地域観光」への展開方法、④環境管理・活用と、観光化のコントロールや
観光地マネジメントの融合方法、⑤地域計画分野が観光に果たす役割提言、⑥地域観光プランニングを学ぶ教育
開発の枠組み提示、等である。

研究成果の概要（英文）：This study aims at systemizing the planning method for promoting 
community-based tourism planning, which integrates ideas and techniques in urban planning and 
tourism business, on the basis of surveys of outstanding cases.
As a result, at first, it defines “Tourism Destination” that is sustained by the local total power
 including natural and cultural environment and local industry. Afterwards, this study advocates 1) 
the tourism policy based on integration of public and business benefit, 2) the process of project 
promotion through public and private partnership 3) the methods for altering local resources into 
tourist resources 4) the methods for integrating tourist site control and environment control, 5) 
the roles of regional and urban planning towards tourism promotion and 6) the framework of the 
education development for tourist destination planning.

研究分野：観光まちづくり　

キーワード： 観光地マネジメント　観光対象　公民連携　観光政策　観光事業　環境管理　コントロール　プランニ
ング
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
	 近年、観光を政策の柱の一つに据える自治

体は多く、その目的は地域再生や地域振興を

進めるためなどであり、従来の観光者や観光

事業者の視点に加えて、地域側の視点に立っ

た観光（以下：観光まちづくりと呼ぶ）に大き

な期待が寄せられている。地域側の視点に立

った個々の観光事例については、観光地理学

や観光経営学の分野から多くの研究が報告さ

れている。しかし、自治体等が必要としてい

る「地域社会が関わる形での観光をどう進め

るか」という計画学的アプローチは、十代田

らや西村らによる個々の事例研究を通した観

光計画学の見方・考え方を提示する段階に留

まっている。観光分野において、政策から実

践手法までが実践的に活用できるように体系

化された計画技術としては、法制度が整えら

れたエコツーリズム分野に一部見られる段階

である。一方、地域社会が主役となるまちづ

くりに関わる調査・計画から実践までの方法

は、これまで都市計画分野に多くの蓄積があ

り、政策、制度設計から実現手段（規制・誘

導・事業）の整備、現場を動かす手法（ワーク

ショップ等による市民との協議・合意形成技

術や目的に応じた主体形成の技術など）がか

なり体系化されている。今後、地域視点での

多様な主体による観光まちづくりを進めるに

は、こうした都市計画・まちづくりの計画技

術と、観光事業者の視点での手法、観光者の

視点や行動心理に基づく手法が融合した計画

技術としていく必要があると考え、本研究を

着想した。 
 
２．研究の目的 
	 そこで、本研究は、計画の目的設定から実
現手段としての規制・誘導や事業という手法
や手続が、政策や制度や体制設定と強く関係
づけられて進められてきた「都市計画やまち
づくりの分野の計画技術」に、観光事業とし
て培われてきた多様な手法を融合させて、「観
光まちづくり」を進めるための政策から現場
の手法までを結びつける計画技術として体系
化することを目的とする。観光を考慮するこ
とによる新たな手法の視点を設定し調査を進
める。また、本研究は建築学会の研究組織が
核となり、その社会的役割を果たすため、体
系化した観光まちづくりの計画技術の社会実
装に向けた提言や教育開発を行う。 
 
３．研究の方法 
観光まちづくりの先進事例を調査対象として、

都市計画・まちづくりの計画技術に不足して

いる、観光を考慮することによる新たな手法

として、(1)地域資源の発掘から観光対象化ま

での多様な手法、(2)地域環境・保全のための

来訪者管理の多様な手法、(3)地域外とつなが

るための多様な手法（情報デザイン技術や交

流の仕掛け技術等）、の３つに主に着目して分

析を行う。それらを通して、(4)観光まちづく

りに関わる主体の連携体制（地域住民／観光

事業者（地域住民による場合も含む）／観光

客など）や地域資源や経済活動との多様な関

係・体制を明らかにする。また、上記(1)〜(4)
を評価視点として、(5)国内外の観光政策や制

度と現場の主体形成の関係性を分析し、計画

技術の体系化のための要点を明らかにする。

これらの個々の観光まちづくり手法の調査や

分析を踏まえ、(6)観光まちづくりの計画技術

としての体系化の像（モデル）と課題を明ら

かにし、(7)社会への実装方法について、学会

等での公開議論を通してその課題や方法につ

いて明らかにする。また教材開発や教育方法

開発については実践を通して、その課題や可

能性を明らかにする。 
	 観光を考慮することによる新たな手法の分
析・抽出調査(1)〜(4)について、調査Ａ）分担
研究者が関与する事例とその類似事例や、既
往の論文等で紹介されている先進事例を対象
とした関係者へのヒアリング調査や文献、統
計等の収集、及び、調査Ｂ）観光を推進する現
場固有の発想方法を有する実務家等へのヒア
リング調査を行う。	
	 また観光政策調査 (5)は、国内だけでは法
制度に規定され限られた知見しか得られない
ことが想定されるため、観光先進国の海外調
査も行う。また(1)〜(5)に関して、建築学会
大会におけるテーマ設定型の口答発表の場を
企画し、広く事例と知見を収集する。	
	 研究期間後半では、調査(1)〜(5)の継続と
共に(6)計画技術の体系化作業を行い、関連す
る専門家を招聘した観光関連学会や建築学会
での公開議論を通して精緻化していく。また
社会実装化研究（7）は、年２回程度の個々の
研究テーマの知見の統合化作業の際に成果目
標設定やアイデア検討を行い、具体の提言や
教育開発をめざす。	



４．研究成果	
	 	 本研究の成果は、自然・文化環境や多様
な産業を含めた地域の総合力に支えられる観
光像としての「地域観光」の設定したうえで、
その実現の手段やプロセスデザインとして
「地域観光プランニング」を提起したことで
ある。具体的には、観光に係る計画を取り巻
く考え方が、観光計画・観光まちづくりから、
観光地経営へ変わってきている状況を踏まえ、
①公共・公益性と事業性を融合する観光政策、
②公民連携による観光まちづくり事業の推進
プロセス、③地域資源の観光対象化と「地域
観光」への展開方法、④観光を生業とする人
とそうでない人が共通の地域ビジョンを持つ
ためのプランニングプロセスや制度的支援の
整理、⑤環境管理・活用と、観光化のコントロ
ールや観光地マネジメントの融合方法、⑤地
域計画分野が観光に果たす役割提言、⑥地域
観光プランニングを学ぶ教育開発の枠組み提
示、等を行った。より詳細な内容は次のとお
りである。 
 
（１）地域の総合力に支えられる観光像 「地域
観光」の設定  
観光客を受け入れる「観光地」だけでなく、そ
の観光地の成立を産業的・文化的等、様々な
意味で支えている総体としての地域に着目す
る。そして、その地域における、観光事業者に
限らない多様な主体の取り組みを関係づけて
総合力で推進する観光の目標像を「地域観光」
として定義した上で、都市計画・まちづくり
分野の計画技術に期待されていること、あら
たに開発が必要なことを論じた。 

 
（２）その実現方法「地域観光ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ」を提起 
	 これからの観光に求められる、まちづくり
の公共・公益性と、観光の特性である事業性
を検討し、その融合方策としての「地域観光
プランニング」を提起し、これを検討する論
点を示した。以下、その主な内容を示す。 
 
（３）観光計画・観光まちづくりから観光地経営へ 
	 はじめに、観光にかかわるプランニング、
マネジメントについての歴史を追った。 
	 戦後、観光診断、観光地診断の時代を経て、
1950 年代以降に「観光計画」として成立して
いく。さらに 21 世紀の観光地づくりの新た

な潮流として「観光まちづくり」が住民主体
の活動から都市政策、地域政策としても位置
づけられた。しかし、事業性や、戦略性、計画
性の視点が弱いことが指摘されるようになる。
そこから、「観光地経営」の視点が注目されて
いる。その背景には、訪日外国人の増加や労
働力の減少など観光地を取り巻く環境が大き
く変化し、観光地を経営するという考え方が
必要とされているからである。 
	 これらも考慮して、地域の環境を管理、整
備、運営する分野で豊富な実践と研究を積み
上げてきた都市計画分野との連携・ 協働の論
点を得た。 
 
（４）公共・公益性と事業性を融合する観光政策  
	 公共・公益性と事業性を融合する方策とし
ての「地域観光プランニング」の具体的な内
容を公共政策という観点から検討した。公共
政策の実現手法の主要なものとして、「㋐計画」
と「㋑法令・条例」と「㋒予算」が挙げられ、
また、公民連携を実現する仕組みとして「公
定化」がある。「㋑法令・条例」と「㋒予算」
は「㋐計画」を実現するものでもあるが、逆に
㋐は、㋑㋒により事業を実施する正当化する
ツールとなる。例えば、自然環境の保全、歴史
文化保全など、ある一定の規制を伴う事業（例
えば、エコツーリズム等）や、公物（道路や河
川等）を使用する事業、補助金等の公的資金
により大規模な事業などを実施する正当性
（科学的合理性（専門技術等）、社会的合理性
（手続等）など）、管理やモニタリングなどの
時間軸を踏まえた展開が「㋐計画」により示
される。また、「公定化」は、観光事業を公民
により実施していく（むしろ公共団体が民間
主体の活動を支え推し進める）にあたり、民
間主体に権限を付与するための仕組みである。 
 
（５）公民連携による事業推進プロセス 
	 「地域観光プランニング」の具体的な内容
を事業推進のプロセスの視点から検討した。 
下図は、計画（「ビジョン」、「事業計画」）と観
光現場での様々な試行錯誤の「実践」と継続
的な（収益）「事業」の関係を中心に、計画と
運営の手順関係を表現している。観光は民間
事業の部分が大きいため、行政主導による計
画では、計画者（行政等）と実践者（事業者）
の不一致や実践者の不在による実現性の低下



がよりおこりやすい。そこで、この図では地
域観光に関わる関係者間で仮説としての地域
観光ビジョンを協議し設定したうえで、これ
を検証する民間主導の実践が行われ、どのよ
うな観光客のニーズに応えられるかの市場性
や、継続可能かの事業性を確認がされ、これ
がビジョンにフィードバックされるプロセス
を特に意識している。 
	 地域資源の発見、観光対象化プロセスや、
イベントの短期・局所的効果を、日常化・普遍
化し、まちの将来像への消化させていくプロ
セスを、複数の事例で解読し、この地域観光
プランニングのフレームワークを検証した。 
 
（６）観光地域計画手法としてエコツーリズム推
進手法の到達点を分析 
	 制作から現場のマネジメントまでを観光分
野で制度化したエコツーリズム推進法に着目
し、これが求める開発手法は、地域関係を再
構築する枠組みを提供する計画手法である捉
えた。すなわち、地域がこれまで保持してき
た資源の棚卸と点検、守るべきものとその守
り方を地域が意思決定し、伝える人材を育て、
プログラムを考案し、組織だった伝達によっ
て地域を訪れた観光者を受け入れ、定期的に
モニタリングすることで資源の状態および全
体の仕組みの設計を見直す、といったエコツ
ーリズムの推進の要件は、観光と他産業、市
民など新たな地域関係を再構築する機会を生
み出していることを示した。認定取得地域で
は、上記の制度の担保として行政が立案する
総合計画や観光計画にエコツーリズムの推進
を位置づけ、地域づくりの一環として進めて
いる。 
 
（７）地域資源の観光対象化と「地域観光」への
展開 
	 地域にある様々な要素から何らかの価値を
見出して利用可能な地域資源を発見し、それ
を観光の対象とする過程と、地域づくりから
地域ブランドへの展開に関して、先進事例を
捉えた。例えば、金澤町家を事例にした、民間
の動きと金沢市行政とのゆるやかなつながり
を通した地域資源の確立プロセスや、北陸新
幹線開業を契機とした金沢観光が盛況を呈す
る中において金澤町家が上質な観光対象とし
てとらえられていることを明らかにした。 
	 これらを通して、地域資源を発見し観光対
象化する過程、地域ブランドへの展開過程に
ついてのモデルの構築を図った。地域の目標
像と観光の目標像は、相互に関連付けて検討
されるべきものである。その目標像に基づい
た資源の発見およびその観光対象化と地域づ
くりが繰り返し実施されることで、当該地域
の特徴が明確になり地域ブランドに展開し、
さらに明確な目標像が共有されることが期待
される。資源の発見から観光対象化までは短
期で成果が出るものであり、それを長期の地
域づくりに反映させる各作業は、地域の諸要
素と地域全体の関係を、観光を介して構築す

るプロセスともいえる。 
 

図	 資源からから地域づくりまでのプロセス案 
 
（８）環境管理・活用と観光マネジメントの融合 
「地域観光」では、資源管理や行き過ぎた観
光地化のコントロールと、事業性を意識した
観光地運営の融合が重要である。 
	 観光庁が進める DMO は観光協会の立て直
しが主眼となり、プロモーション機関の再編
となっている。地域観光を進めるうえで求め
られる資源を「育てる」観点が不足している。
一方、日本版エコツーリズムは、地域資源の
掘り起こしと育成を通してプログラムを作る
ことに力点を置いている。望ましいのは両者
の融合による総合的なしくみであり、それを
担う組織であることを指摘した。 
国内外の先進事例を調査し、国家レベルから
地域レベルまでの多様な DMO 組織の役割分
担を指摘した。例えば、岐阜県下呂市はエコ
ツーリズム推進法に基づく認定地域への整備
を進めながら DMO の立ち上げを進めている
が、両者を同時並行かつ融合させて進めてい
る。「EDMO」（エコツーリズム＋DMO）と呼
び、新たなモデルといえる。 
 
（９）地域環境管理整備の専門分野が観光に果
たす役割 
	 本研究で目指す「地域観光」は、観光客を受
け入れる「観光地」だけでなく、その観光地の
成立を産業的・文化的等、様々な意味で支え
ている観光の背景となる環境や地域の生活の
保全にも重きをおいている。そこで観光産業
を支える経営学系の学問分野だけでなく、地
域環境の保全・管理や整備を担ってきた工学
系分野の学問分野や実務家が、観光産業に関
わっていく必要性を論じた。 
 
（１０）地域観光プランニングを学ぶ教育開発 
	 研究メンバーの所属する大学の観光計画演
習において、主に①地域資源の発掘から観光
対象化までの手法、②地域環境・保全のため
の資源管理、来訪者管理の手法、③多様な目
的をもって地域外と連携・交流する手法につ
いて、プロジェクトベースドラーニング（PBL）
型で学ぶ演習方法を試行し、方法を提示した
【文献 a】。 



 
（１１）公開の場での議論 
1)日本建築学会大会におけるオーガナイズド
セッションを３年間開催し、観光まちづくり
の計画論に関わる論文の収集と議論の場を形
成した。また、2)公開研究会「観光まちづくり
を問い直す」（2015.10 参加約 50 名）にて、
観光事業者、観光地経営の側が都市計画等の
専門家に期待することを議論した。3)科研費
活動３年目には、建築学会大会において研究
懇談会「観光地域は都市計画・まちづくりに
何を期待するのか？」（2016.08 参加約 150名）
を開催し、「地域観光プラニング」という都市
計画等の環境計画・整備・管理の計画技術と、
観光事業や観光地域経営、観光者ニーズの視
点を融合させた計画技術の概念、計画体系の
枠組み「地域観光プランニング」を提示し、議
論を積み重ねた。【文献 b】 
 
（１２）今後の課題 
	 本研究では先進事例をもとに取り組むべき
手法を抽出・提起したが、地域の観光地とし
ての発展段階や、地域において生業として観
光に取り組む住民の比率、他に特化している
産業の存在の有無といった、観光地域の条件
や観光化の将来像別の適用や応用の考え方や
手順、限界などの実践に向けた精緻化が必要
である。今後の研究課題としたい。 
	 まちづくりと観光事業の間にある壁」を乗
り越える工夫、方法の強化もさらなる研究が
必要である。 
そして、教育開発面では大学内演習プログラ
ムから発展させ、環境づくりの専門家や地域
の担い手を対象とした人材育成のプログラム
開発が次の段階として必要である。 
【文献 a】首都大学東京 観光科学 PBL 運営委

員会（川原、岡村含む）:「観光科学 PBL のメソッド」,

『観光を科学する PBL』(2015.03), 等,毎年発行 

（※PBL=Project Based Learning） 

【文献 b】建築学会大会研究懇談会 論文資料
「観光地域は都市計画・まちづくりに何を期待

するのか？」2016.08 (全 80ページ.研究分担者
による論文 12本)  
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執筆中	
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〔その他〕	
活動母体である日本建築学会都市計画本委員
会のもとにある地域観光プランニング小委員
会のホームページとして開設している。	
http://tourism-and-regional-planning.com	
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